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京阪グループ次期経営計画（平成 18 年度～20 年度） 

「Jump21」の見直しについて 

～中之島新線開業に向けて～ 

 
 当社を中核企業とする京阪グループでは、中之島新線開業後をにらみ、利益ある

成長を目指すべく、昨年 4月に次期経営計画(平成 18 年度～20 年度)「Jump21」の

骨子を定めました。 

その後この目標に達するべく、事業計画内容の精査による見直しを行ってまいり、

今回取りまとめましたのでお知らせいたします。 

 

Jump21 においては、「成長のための収益力強化 3カ年計画」と位置付け、平成 20

年度に予定しています「中之島新線」開業による京阪グループの事業エリア拡大を

最重点項目ととらえ、交通によるインフラ整備のみならず、官民一体となった再開

発事業に参画し、また都心居住者への利便性も向上させてまいります。またプロフ

ィットセンターとなるべく不動産事業、流通事業およびホテル事業を重点部門とし

て適切な投資を行い、また事業効率化の一層の推進により、企業体質の改善を図っ

てまいります。さらに、「スピード経営」「コンプライアンス経営」「ブランド経営」

「環境経営」を意識、実践することにより、全てのステークホルダーの価値向上を

図り、「経営の品格を向上させ、早期に成長ステージに立つ」ことに注力します。 

 

 なお、今回の見直しにより、平成 20 年度(平成 21 年 3 月期)の連結当期純利益額

の目標額を、74 億円(前回発表)から 80 億円に修正いたします。 

 
 概略は次のとおりです。 
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「成長のための収益力強化 3ヵ年計画 Jump21」 

 

１．基本方針 

「経営の品格を向上させ、早期に成長ステージに立つ」 

 

２．中之島新線開業による京阪グループ事業エリアの拡大 

① 平成 20 年度開業予定の中之島新線を完成させ、大阪東西軸の交通ネットワ

ークの確立を図るとともに、便利で魅力ある鉄道を目指します。 

② 官民連携のなか中之島地区における再開発事業等にも参画し、商業施設やオ

フィス、あるいはマンション等の開発を通じて、中之島エリアの活性化を推

進してまいります。 

③ 都心居住者サービスとして、都市型スーパーマーケットやコンビニエンスス

トアの出店を加速します。 

 

３．第 2世紀へ向けての成長戦略 

 平成 22 年 4 月に当社は開業 100 周年を迎えます。第 2 世紀に向かってさらに利

益ある成長を実現するため、プロフィットセンターとなるべく不動産、流通、ホテ

ルを重点部門として、育成してまいります。 

 ①不動産事業 

・ フロー型販売事業とともに賃貸事業を強化し、中之島をはじめ、沿線都市

部における賃貸施設の強化を図ります。 

 ②流通事業 

・ くずはモール、京阪モール(京橋)、京阪シティモール(天満橋)の３つのモ

ールにより蓄積されたノウハウを生かし、新規事業としてのプロパティマ

ネジメント事業基盤の確立を図ります。 

・ 都市型スーパーをはじめ、コンビニエンスストア(アンスリー)および複合

形態のコンビニドラッグ(プラグイン)の出店を加速します。  

都市型スーパー 5 店舗新設      （平成 18 年度～20 年度） 

ＣＶＳ･ＣＶＤ 14 店舗新設 計 40 店舗（平成 18 年度～20 年度） 

 ③ホテル事業 

・ 事業ノウハウの確立した宿泊特化型ホテルを、首都圏を含め、2 店舗新設

します。 

 ④新規事業 

・ カード事業、介護事業、ジューサーバーを育成・強化します。 

・ 介護事業の展開 

介護付有料老人ホーム 2 施設新設 (平成 20 年度末までに) 

デイサービス施設   1 施設(現在) →  4 施設(平成 20 年度末) 

・ ジューサーバーの出店  37 店舗(現在) → 60 店舗(平成 20 年度末) 
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４．強靭な企業体質に改善 

 利益ある成長を目指し、既存事業においても収益力の強化と更なる効率化により、

企業体質の改善を図ってまいります。 

①運輸業 

・ 交通事業者の使命である安全・安心のご提供はもちろんのこと、サービス

クオリティの向上を図ることによりブランド向上に努めます。 

・ 施設誘致、イベントなどあらゆる方法による需要創造の取り組みを行うと

ともにさらなる事業効率化の推進を行います。 

・ 公共交通の管理受託の拡充によりエリア拡大を図ります。 

 ②グループカード戦略による京阪グループ顧客囲い込み 

・ 交通 IC カード「PiTaPa」でのサービス内容やエリア拡大等のお客様利便を

図ることにより、交通ご利用促進を図ります。 

   大津線(京津線・石山坂本線) PiTaPa 導入 平成 19 年春予定 

・ 京阪グループ共通ポイントシステム「おけいはんポイント」により、交通

と流通・レジャーのシナジー効果により両者の収益力をさらに強化します。 

・ 京阪グループ各施設のサービスを搭載することにより、京阪エリアでの  

オンリーワンカード化によるグループカスタマーを創造、囲い込みを図り

ます。 

     e-kenet 会員数      平成 20 年度末目標 40 万人 (現在約 30 万人) 

      うちクレジット会員 e-kenet    同     20 万人 （現在約 15 万人） 

      うち e-kenet PiTaPa 会員    同       10 万人 （現在約 7 万人） 

 

５．経営の品格の向上 

 利益の追求のみならず、「スピード経営」「コンプライアンス経営」「ブランド経

営」「環境経営」を意識、実践することにより、全てのステークホルダーの価値向

上をも図ります。また、これら社会的責任を果たすため、昨年 7月に京阪グループ

CSR 委員会(委員長：社長)を設置いたしました。 
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６．数値目標の修正（Jump21） 

 

 

 
平成 18 年度

(19 年 3 月期)

平成 19 年度

(20 年 3 月期)

平成 20 年度

(21 年 3 月期)

 

 

平成 20 年度

※前回発表 

(17年 4月 15日)

連結当期純利益 ６６億円 ７３億円 ８０億円  ７４億円

連  単  倍  率 １．２倍 １．４倍 １．４倍  １．８倍

連 結 Ｒ Ｏ Ａ 

（総資産当期純利益率） 
１．２％ １．３％ １．４％  １．３％

連 結 Ｒ Ｏ Ｅ 

（株主資本当期純利益率） 
４．４％ ４．７％ ５．０％  ５．０％

連結有利子負債／ 

ＥＢＩＴＤＡ倍率 
８．１倍 ８．１倍 ７．６倍  ７．６倍

  注 ＥＢＩＴＤＡ：営業利益 ＋ 減価償却費 

 

 

セグメント別目標 

営 業 収 益 営 業 利 益  

18 年度 

(19 年 3月期) 

19 年度 

(20 年 3 月期)

20 年度 

(21 年 3月期)

18 年度 

(19 年 3 月期)

19 年度 

(20 年 3月期) 

20 年度 

(21 年 3 月期)

 

運   輸   業 

億円 

８７４ 

億円

８７３

億円

８６９

億円

９６

億円 

１０９ 

億円

１１３

不 動 産 業 ３８６ ３１２ ３４４ ６６ ５３ ６１

流   通   業 １，０７０ １，１０３ １，１５４ ９ １０ １３

ﾚｼﾞｬｰ・ｻｰﾋﾞｽ業 ２９９ ３１２ ３３１ ３ ５ ８

その他の事業 ９０ ９２ １００ ▲２ １ ３

消        去 ▲ １４４ ▲ １４５ ▲ １５０ ０ ０ ０

合        計 ２，５７５ ２，５４７ ２，６４８ １７２ １７８ １９８

 
以 上 


